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Ⅰ．インフラ⻑寿命化個別施設計画の背景・⽬的 
 

（１）背景 
 

本学は、様々な教育研究活動を実施するため⼤学校舎・附属病院・附属学校・学⽣寄宿舎等多様
な施設を保有しています。法⼈化以降、運営費交付⾦や施設整備費補助⾦等は減少の⼀途を辿り、
施設の⽼朽化が⽇々進⾏している状況の中、保有施設を安全かつ効果的・効率的に維持していくため
には、限られた予算を効果的に投資し、施設の⻑寿命化による活⽤を推進していくことが必要であり、さ
らには社会情勢の変化を⾒据えた⻑期的視点に⽴った対策が急務となっています。 
本学ではこれまで国の施策や⽅針等※に基づき、キャンパスマスタープラン２０１６において、「インフラ

⻑寿命化⾏動計画」を策定しています。⾏動計画をふまえた戦略的な施設の維持管理・更新等を推
進するため、この度「佐賀⼤学インフラ⻑寿命化計画（個別施設計画２０２０）」を策定しました。 

 
※国の施策等 
・「インフラ⻑寿命化基本計画」（平成 25 年 11 ⽉ インフラ⽼朽化対策の推進に関する関係省庁連絡会議決定） 
・「⽂部科学省インフラ⻑寿命化計画（⾏動計画）の策定について（通知）」（平成 27 年 3 ⽉ 31 ⽇付 26 ⽂科施設第 569 号） 

 
 

（２）⽬的 
 

・施設の状況や改善にかかる必要額を把握した上で課題を整理し、「施設の総量の最適化」や「施設の
⻑寿命化」を計画的に推進 
・効率的・効果的なメンテナンスサイクルの構築、⻑寿命化によるトータルコストの縮減 
・学内関係者等に対する施設の維持管理への理解促進 
 
 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

 

個別施設計画を核とした 

メンテナンスサイクルの実施 

行動計画に 

基づき策定 

インフラ⻑寿命化基本計画(H25.11.29) 
〇策定主体︓国 
〇対象施設︓全てのインフラ 

インフラ⻑寿命化計画(⾏動計画) 
〇策定主体︓佐賀⼤学（CMP2016） 
〇対象施設︓安全性等を鑑み、本学が設定 

個別施設毎の⻑寿命化計画(個別施設計画) 
〇策定主体︓佐賀⼤学 
〇対象施設︓本学の⾏動計画に基づき設定 

基本計画に 

基づき策定 

行動計画におい

て具体化した取

組を推進 

点検・診断 

修繕・更新 

情
報
基
盤
の
整
備
と
活
⽤ 

インフラ⻑寿命化計画の体系 
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（３）計画期間 
 

本計画策定のための基本的計画としてキャンパスマスタープランやインフラ⻑寿命化⾏動計画が定
められており、その計画期間は２０６６年までとされています。  

本計画は、個別施設毎の⻑寿命化を具体に実⾏するための中期的な計画として位置付け、計画
期間を２０４０年までとします。以降は個別施設計画の進捗状況やキャンパスマスタープランの改
定等に併せて計画を更新するものとします。 

 
 

 
 
 

（４）対象施設 
 

本計画では本学の保有施設の内、附属病院施設・職員宿舎を除く施設および屋外配管等のライ
フライン設備を対象とします。なお、附属病院は病院再開発計画に基づき整備を進めており、2023
年度に再整備が完了する予定です。職員宿舎については、役職員宿舎整備計画による整備計画を
別途定めていますが、状況の変化に合わせた計画の⾒直しを今後⾏うこととしています。 

 

参考︓キャンパスマスタープラン 2016（キャンパスマスタープランの⽬標年次と更新周期） 

インフラ⻑寿命化計画（個別施設計画 2020） 
（2020-2040） 



3 
 

Ⅱ．国⽴⼤学法⼈等の施設整備の仕組み 
 

国⽴⼤学法⼈における建物の新増築や⼤規模改修等の施設整備は、国が措置する施設整備費補
助⾦を基本的な財源として実施されています。 
施設整備費補助⾦の他、運営費交付⾦、⼤学改⾰⽀援・学位授与機構からの補助⾦・借⼊⾦や

⾃⼰収⼊等により整備が⾏われています。 

 
①施設整備費補助⾦の推移（国⽴⼤学法⼈施設全体） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※H30 補正予算の内 108 億円、Ｒ1 年度予算の内 808 億円は防災・減災、国⼟強靭化関係予算（臨時・特別の措置） 

[当初予算額の推移（臨時・特別措置分除く）] 
Ｈ16 年度︓646 億 
R1 年度 ︓347 億 46.3％の減少 
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②施設整備費補助⾦の推移（佐賀⼤学） 
 

（実施事業全体） 

※R1 補正は予定額 
 

（附属病院事業・災害復旧事業除く） 

 
 直近５年間の平均（5.9 億円／年） 

※臨時・特別の措置分を考慮しない場合（4.3 億円／年） 

臨時・特別の措置により⼀時的に増加 
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③運営費交付⾦（教育等施設基盤経費）の推移（佐賀⼤学） 

 
 
 
 
 

④⼤学改⾰⽀援・学位授与機構施設費交付⾦の推移（佐賀⼤学） 

 
 
 
 
 

財源は各⼤学からの財産処分収⼊（⼟地等） 
※現在は収⼊額より⽀出額が⼤きい状況であり、積⽴⾦を取り崩して予算を交付している状況 

⇒積⽴⾦の枯渇等で予算が廃⽌される可能性があり、各⼤学は 
営繕予算の確保に向けた取り組みがこれまで以上に重要 

法⼈化以降、効率化係数等による影響により段階的に予算額は減少 
寄付や譲渡で新たに保有⾯積が増加しても運営費交付⾦は増加しない 
⇒予算の増加が⾒込まれない中、各⼤学は⾃律的・効率的な施設の維持・運営の実施に向けた対策が急務 
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⑤⾃⼰収⼊等［教育研究環境整備費（営繕事業）］（佐賀⼤学） 

 
 

 
 
 
 

⑥学内補正予算による措置状況（佐賀⼤学） 

 
 
 
 
 
 

キャンパス環境整備や施設の劣化防⽌等のための経費であるが、⼤幅に減少 
⇒ただし、経営層のトップマネジメントによる学内補正予算の措置が別途取られている状況 

直近５年間の平均（3.1 億円／年） 
※新築・⼤規模改修費（1.5 億円／年） 

経営層による 
トップマネジメント 
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Ⅲ．⼤学施設の実態 
 
（１）施設の総量・維持管理状況等の実態 

1）施設の保有⾯積と運営費交付⾦予算額の推移（佐賀⼤学） 

※保有⾯積︓施設実態報告、維持管理費︓運営費交付⾦予算額（教育等施設基盤経費）を基に作成 
（職員宿舎・看護師宿舎・附属病院除く） 

2）建設⼯事における物価⾼騰の推移 
（資料）国⼟交通省「建設⼯事デフレーター」を基に H16 年度を 100 として作成 

 

⼤学の法⼈化以降、⾯積当たりの維持管理単価は約２５%減少、物価⾼騰による影響を考慮
した維持管理相当額は約３６%減少しています。今後も、令和元年１０⽉からの消費増税や働
き⽅改⾰対応による影響によるコスト増が⾒込まれ、施設整備や施設運営にかかる社会情勢はより
⼀層厳しいものとなっています。 
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3）維持管理実績の⽐較 
3-1） 他⼤学との⽐較 

（資料）⽂部科学省維持管理費等実態調査報告書を基に作成 
 

3-2）運営費交付⾦（教育等施設基盤経費）との⽐較（佐賀⼤学） 

本学の維持管理単価は私⽴⼤学平均の約２割、国⽴⼤学法⼈平均の約６割です。平成 25
年から２８年にかけては約２１%減少しています。運営費交付⾦（教育等施設基盤経費）との
乖離も⼤きい状況です。 

乖離幅拡⼤ 



9 
 

（２）施設の⽼朽状況等の実態 
 
 キャンパス内の各施設については、国⽴⼤学法⼈等施設実態報告にて、建物やライフライン設備の

基本情報（構造・規模・建築年・改修履歴等）の現状について毎年度整理している他、施設利⽤状
況調査や施設⽼朽度調査を実施し、各施設の状況を把握しています。 
 
 

1）耐震化の状況（佐賀⼤学） 
 
⼩規模建物等を除いた耐震性のある建物［１９８２年（新耐震基準）以降の整備建物、旧耐

震基準の内 Is 値０.７以上の建物］は、延床⾯積全体の９５.６%です。 
２０２３年度には全ての施設の耐震化が完了する⾒込みです。 
   ※Is 値︓建物の耐震性能を表すための指標 
 

2）経年および改修⼯事状況（佐賀⼤学）  
 
⼤学が保有している施設の内、改修⼯事が必要とされる施設（経年２５年以上）は法⼈化当初

（２００４年）から、２０１９年度時点で約２１.１％増加しています。  
⼀⽅、施設整備費補助⾦等による耐震改修を含めた施設の⽼朽改善が進められ、２０１９年度

時点での改修済および改修⼯事中の建物は、１１％から４７.３％と⼤きく増加しています。施設の耐
震化がほぼ完了している状況の中、⼤規模改修を終えた施設は今後計画的に維持管理・修繕を⾏い、
施設の⻑寿命化を図ることが重要です。 

 
 
■建物の⽼朽状況 （佐賀⼤学︓2004 年→2019 年） 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 



10 
 

■ライフラインの⽼朽状況（２０１８年） 

 
※法定耐⽤年数（減価償却資産の耐⽤年数等に関する省令に基づく耐⽤年数）はそれぞれ１５年 
 ただし，中央監視制御設備のみ法定耐⽤年数は５年 
 
 
 

 
※法定耐⽤年数（減価償却資産の耐⽤年数等に関する省令に基づく耐⽤年数）はそれぞれ１５年 
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※法定耐⽤年数（減価償却資産の耐⽤年数等に関する省令に基づく耐⽤年数）は次のとおり 
屋外電⼒線(⾼圧)，屋外電⼒線(低圧)は１５年 
屋外電話線，屋外情報通信線(LAN)，屋外防災ケーブルは１３年（ただし，光ファイバーは１０年） 
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Ⅳ．施設整備の⽅針 
 

（１）課題等 
    

厳しい財政状況の中、建物を健全に維持しながら⻑寿命化を⾏っていくためには、新たな財源の獲得に努
める他、施設の廃⽌・集約化に向けた検討が必要となっています。特に、施設の改築（建て替え）による整
備を計画する場合は、⼤学の⼈⼝推移（学⽣数等）等にも注視し規模を設定する必要があります。参考と
して、近年および将来の１５歳〜１９歳⼈⼝（実績および推計値）および法⼈化以降の佐賀⼤学学⽣
⼈⼝の推移について以下に⽰します。 

 

定員超過抑制・ 
定員数変更の影響等 

学⽣⼈⼝は減少 
施設規模は拡⼤ 

学⽣納付⾦の減少 
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（２）施設の総量・規模等の⽅針  
 

キャンパスマスタープラン２０１６では、施設における総量の最適化⽅針として２０６４年までに保有⾯
積の１０％を縮減することとしています。施設の⻑寿命化を⾏う⼀⽅で、取壊しを⾏う必要のある施設につい
ては、将来の⼈⼝減少やキャンパスマスタープランとの関係に配慮しながら集約化や改築の有無を判断し、取
り壊しを⾏う等総量の最適化を計画的に進める必要があります。 

 

建物の総量最適化のイメージ 
 
 

（３）改修等の基本的な⽅針 
 

施設の建て替えは⼤きな予算が発⽣します。このため、保有施設を⻑く使⽤することが重要です。施設を⻑
く使⽤するためには、定期に建物の構造体について性能維持のための⼯事（予防保全）を⾏う必要がありま
す。本計画では、予算の平準化も念頭に⼊れながら建物の予防保全を計画的に実施し、施設寿命を２０
年程度延伸することにより、改築中⼼の施設整備サイクルから⻑寿命化型への施設整備サイクルへ転換する
ことを計画の基本⽅針とします。（鉄筋コンクリート造で築８０年以上、鉄⾻造６０年以上） 

 

改築中⼼（従来型）から⻑寿命化型への転換のイメージ 
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具体には、建物外部である「防⽔」、「外壁」は構造体の劣化を防⽌するため計画的に改修を⾏う必要があ
ります。⼀⽅で、「空調設備」については、適切な時期に更新を⾏うことで、修繕費や光熱⽔費等の維持管
理コストが抑制されることから、「防⽔」、「外壁」、「空調設備」を改修⼯事の優先部位として計画します。ま
た、「照明設備」についても省エネによる維持管理コストの抑制につながる他、今後蛍光灯器具や⽔銀ランプ
の⽣産停⽌が⾏われることから、部品等の供給停⽌による影響について留意しつつ、防⽔・外壁・空調設備
に準じて計画的に更新するものとします。加えて、点検等により機能改善の必要性が⾼いことが判明した部位
や施設については、修繕経費や別途予算を確保した上で実施する計画とします。その他については、原則事
後保全や⼤規模改修に合わせて改善するものとして計画します。 
予防保全周期について、築２０年、築６０年を⽬途に性能維持改修を実施し、築４０年を⽬途にその

他の部位も含めた⼤規模改修を実施する計画とします。 
各⼯事については、予算の⽀出が⼀定の年に集中することなく実⾏可能な計画となるよう予算の平準化を

図った上で効率的に計画することとします。財源については、これまでの実績から学内予算や補助⾦それぞれ
の収⼊⾒込額を予測した上で必要となるコストを把握し計画します。性能維持改修については、施設費交付
事業費を充当しつつ、不⾜額について学内予算を充当することとして計画します。⼤規模改修・改築⼯事は
基本的に施設整備補助⾦によるものとします。ただし、事務局施設、福利施設、課外活動施設、寄宿舎
等、教育研究施設以外の建物は補助⾦による改修が困難と考えられることから、⾃⼰財源やその他の財源
（借⼊⾦、ＰＦＩ事業等）による整備を想定して計画するものとします。 

 
 

 
改築中⼼（従来型）から⻑寿命化型への転換によるトータルコスト抑制のイメージ 
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（４）改修等の整備⽔準  
 

   建物の各部位について、更新周期の⽬安と更新内容の基本⽅針を以下に⽰します。⼯事の実施にあ
たっては、躯体の劣化防⽌による⻑寿命化や省エネによるトータルコスト低減を念頭に⼊れながら、耐久
性の⾼い材料あるいは省エネ効果の⾼い設備の導⼊について計画します。 

 
○防  ⽔ 

   シート防⽔、アスファルト防⽔ 
⇒新設または改修後２０年を⽬安に修繕を⾏うこととします。遮熱性のある防⽔材は耐久性が⾼

いことから、トータルコストの抑制につながるため、導⼊について検討します。 
   アスファルト保護防⽔、鋼鈑屋根 

⇒耐久性が⾼い構造であることから、劣化状況を注視しつつ、原則⼤規模改修時に修繕を⾏うも
のとします。 

 
 ○外  壁 
   塗装仕上げ・タイル仕上げ 

⇒新設または改修後２０年を⽬安に修繕を⾏うこととします。タイル仕上げについては防⽔性能の
⾼いコーティング材の導⼊について検討するものとします。 

   ⾦属製パネル 
⇒劣化状況に注視しつつ、⼤規模改修時に修繕または更新することとします。更新の再はメンテナ

ンス性の⾼い材料を検討するものとします。 
 

 ○空調設備 
⇒新設または改修後２０年を⽬安に更新することとします。ガス式空調機（ＧＨＰ）は、メンテ
ナンスコストが⾼く、メーカーの事業撤退など保守部品の供給が終了する機器があることから、電
気式空調機（ＥＨＰ）への更新を基本とします。 

 
 ○照明設備 

⇒新設または改修後２０年を⽬安に更新することとします。 
ただし、蛍光灯や⽔銀ランプについては、部品供給停⽌の状況を⾒据えながら、更新時期につい
て注視します。なお、更新の際は省エネ効果の⾼いＬＥＤ照明器具とします。 

 
○便  所 

     ⇒劣化状況等を確認し、原則⼤規模改修時に併せて更新するものとします。 
洋便器を原則とし、さらにバリアフリーやＬＧＢＴ対応に配慮した配置計画について検討します。 

 
○ライフライン等 

     ⇒耐⽤年数の概ね２倍を超えた設備を対象に更新するものとします。改修にあたっては耐震性
やメンテナンス性の⾼い設備を採⽤することを基本とします。 
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Ⅴ．施設整備の⽅針を踏まえた実施計画  
 

（１）改修等の優先順位付けと実施計画 
 

改修等の基本⽅針を踏まえた「施設の⻑寿命化実⾏プラン（以下、実⾏プラン）」を以下に⽰します。 
インフラ⻑寿命化⾏動計画で位置付けている 1,500 ㎡以上の重点施設を「ランクⅠ」、1,500 ㎡未満の

施設の内、⾷堂・体育館・武道場・講義棟や更新コストが⼤きいＲＣ造 2 階建以上の施設を「ランクⅡ」、そ
れ以外の施設を「ランクⅢ」として位置付け、予防保全部位の優先順位を設定した上で、⻑寿命化のための
性能維持改修に必要な費⽤について試算しました。 
築20、60年⽬を⽬途に実施する性能維持改修について、予防保全の優先度の⾼い「ランクⅠ」の「防⽔・

外壁・空調設備」の改修には年間 7,500 万円程度必要な状況です。次に優先度の⾼い「ランクⅠ」の「照
明設備」を含めて実施するには、年間 9,500 万円程度必要な状況です。さらに、ランクⅠおよびランクⅡの
「防⽔・外壁・空調・照明設備」全てを実施するには年間１.１億円程度必要な状況です。なお、「ランクⅢ」
の施設については原則修繕⼯事（事後保全）での対応としているため、緊急性の⾼い⼯事が発⽣した場合
は予算額内の修繕費により最⼩限の安全性の確保を⾏った上で使⽤を続け、将来的には集約化や廃⽌に
向けた検討を⾏うこととします。 
また、築 40 年⽬を⽬途に実施する⼤規模改修は約 3.6 億円／年、築 80 年⽬を⽬途に実施する改築

については、約 0.6 億円／年、ライフライン更新費については約 0.6 億円／年必要となる⾒込みです。 
実⾏プランは必要額の試算条件の更新や今後の財政状況、あるいは施設の運営⽅針・⽼朽状況等により

変動します。また、対象施設の⻑寿命化により２０４０年までに改築が必要となる建物は計画上僅かとなり
ますが、2040 年以降は多くの建物が改築を迎える時期となることから、計画期間内において廃⽌の⾒通しが
明らかとなった施設については、施設の取り壊しについて本計画に追加することとします。 
 

【施設の⻑寿命化実⾏プラン】 
 

 

○対象施設・対応方針

ランクⅠ

ランクⅡ

ランクⅢ　

⇒安全性の確保を行った上で、将来的に集約化や廃止に向けて検討（事後保全）

○予防保全優先順位・重点部位

ランクⅠ　①　「防水・外壁・空調設備」

　　　　　　②　「照明設備」

ランクⅡ　③　「防水・外壁・空調設備・照明設備」

※その他は原則事後保全等で対応

１５００㎡以上の施設４１棟（保有面積の約７５％）　※インフラ長寿命化行動計画で設定

⇒長寿命化対象施設として、安定的な予防保全を計画的に実施

※耐用年数が超過した施設は、安全性を確認した上で可能な限り継続利用しコスト抑制に努める

１５００㎡未満の施設の内、　食堂・体育館・武道場・講義棟及びＲＣ造２階建て以上の施設

その他の施設

⇒長寿命化推進施設として、予防保全の予算確保に努め長寿命化を推進



整理
番号

ランク 建設年 建物名
建築
面積

延べ
面積

工事種別
改修実績

（2019時点）

20
07
以
前

200
8

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

20
61

20
62

20
63

20
64

防水 2010 ■ □
外壁 2010 ■ □ ■ ：大規模改修済 □ ：改築・集約化等
照明 2010 ■ □ ● ：大規模改修(予定) 原則未改修の期間
空調 2010 ■ □ ▲ ：修繕（性能維持改修）
防水 2008 2006 ■ □
外壁 2014 ■ □
照明 2014 ■ □
空調 2014 ■ □
防水 2008 ■ □
外壁 2005 ■ □
照明 2012 ■ □
空調 ■ □
防水 2009 ■ □
外壁 2009 ■ □
照明 2009 ■ □
空調 2009 ■ □
防水 一部 2010 ■ □
外壁 2006 ■ 教育 ■ 経済 □
照明 2010 ■ □
空調 2010 ■ □
防水 2009 ■ □
外壁 2009 ■ □
照明 2009 ■ □
空調 2009 ■ □
防水 1998 ■ 1998 ▲ □
外壁 2001 ■ 2001 ▲ □
照明 2001 ■ 2001 ▲ □
空調 2001 ▲ □
防水 1998 ■ 1998 ▲ □
外壁 2006 ■ ▲ □
照明 2006 ■ ▲ □
空調 2006 ▲ □
防水 2003 ■ 2003 ▲ □
外壁 2003 ■ 2003 ▲ □
照明 2003 ■ 2003 ▲ □
空調 2003 ■ 2003 ▲ □
防水 2007 2008 ■ ▲ □
外壁 2007 2008 ■ ▲ □
照明 2007 2008 ■ ▲ □
空調 2007 2008 ■ ▲ ▲ □
防水 2009 ■ □
外壁 2009 ■ □
照明 2009 ■ ▲ □
空調 2009 ■ ▲ GHP □
防水 2010 ■ ▲ □
外壁 2006 ■ 2006 ▲ □
照明 2010 ■ ▲ □
空調 2010 ■ ▲ □
防水 2003 ■ 2003 ▲ □
外壁 2003 ■ 2003 ▲ □
照明 2003 ■ 2003 ▲ □
空調 2003 ■ 2003 ▲ □
防水 2001 2011 ■ ▲ □
外壁 2011 ■ ▲ □
照明 2011 ■ ▲ □
空調 2011 ■ ▲ □
防水 2017 ■ □
外壁 2010 2017 ■ □
照明 2017 ■ □
空調 2017 ■ □
防水 2007 2013 ■ ▲ □
外壁 2013 ■ ▲ □
照明 2013 ■ ▲ □
空調 2013 ■ ▲ □

8

Ⅰ 1968
理工学部１号館

（北棟）
625 1,887

14
1973
1974 理工学部５号館 1,326 4,052

13
1973
1980 教養教育２号館 1,054 3,806

Ⅰ

11
1970
1985 理工学部２号館 819 2,530Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

12
1971
1978 理工学部３号館 608 1,852

4,040

1967
1968

理工学部１号館
（中棟、南棟）

2,101 7,543

9
1968
2008 教養教育１号館 1,279 4,339

Ⅰ

7

1966
農学部本館

（中棟）
674 2,024

1966
1970
1971

農学部本館
（北棟、南棟）

2,436 7,129

10
1967
1969
1970

附小本館 1,604

6
1966
2009 附中本館 761 1,965

5
1964
1966 経済・教育棟 2,741 7,035

4
1965
2009 附中校舎 960 2,605

3
1965
2019 教育学部３号館 779 2,739

＜施設の長寿命化実行プラン＞

1
1954
-1959 教育学部５号館 861 2,598Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

凡例

2 1963 教育学部１号館 931 2,626

◇更新計画の考え方

更新周期 ： キャンパスマスタープラン２０１６の長期修繕計画を基本とする

建設後４０年を目途に大規模改修を行い、８０年を目途に改築を行う（鉄骨造は６０年）

建築後２０年目および６０年目を目途に性能維持改修（空調・防水・外壁・照明）を行う

改築前の２０年間は修繕（事後保全除く）を実施しない

インフラ長寿命化個別施設計画 （ 2020-2040 ） 改修工事の実施状況や施設の運営方針等を勘案し段階的に更新

キャンパスマスタープラン２０１６ インフラ長寿命化行動計画

◇予防保全重点部位・優先度

①ランクⅠの「防水・外壁・空調設備」

②ランクⅠの「照明設備」

③ランクⅡの「防水・外壁・空調設備・照明設備」

本計画は将来の財政状況や施設の運営方針、老朽度状況の等により変動する

17



整理
番号

ランク 建設年 建物名
建築
面積

延べ
面積

工事種別
改修実績

（2019時点）

20
07
以
前

200
8

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

20
61

20
62

20
63

20
64

防水 2019 ■ □
外壁 2019 ■ □
照明 2019 ■ □
空調 2019 ■ □
防水 2014 ■ ▲ □
外壁 2014 ■ ▲ □
照明 2014 ■ ▲ □
空調 2014 ■ ▲ ▲ ←2年計画 □
防水 2015 ■ ▲ □
外壁 2015 ■ ▲ □
照明 2015 ■ ▲ □
空調 2015 ■ ▲ □
防水 2016 ■ ▲ □
外壁 2016 ■ ▲ □
照明 2016 ■ ▲ □
空調 2016 ■ ▲ ▲ ←2年計画 □
防水 2015 ■ ▲ □
外壁 2015 ■ ▲ □
照明 2015 ■ ▲ □
空調 2015 ■ ▲ ▲ ←2年計画 □
防水 2018 ▲ ▲ □
外壁 2020（予定） ● ▲ □
照明 2020（予定） ● ▲ □
空調 2016　2017 ▲ ▲ □
防水 2020（予定） ● ▲ □
外壁 2020（予定） ● ▲ □
照明 2020（予定） ● ▲ □
空調 2016　2017 ● ▲ □
防水 2013 ■ ▲ □
外壁 2013 ■ ▲ □
照明 2013 ■ ▲ □
空調 2013 ■ ▲ □
防水 ▲ □
外壁 ▲ □
照明 ▲ □
空調 ※←部屋毎のパッケージ空調により事後保全（修繕工事）で更新 □
防水 2019 ■ ▲ □
外壁 一部　2012 ▲ ■ ▲ □
照明 2019 ■ ▲ □
空調 2019 ■ ▲ □
防水 2012　2014 ■ ▲ □
外壁 2014 ■ ▲ □
照明 2014 ■ ▲ □
空調 2014 ■ ▲ □
防水 2002 ● ▲ □
外壁 一部　1988 ● ▲ □
照明 2010 ▲ ● ▲ □
空調 ● ▲ □
防水 ● ▲ □
外壁 ● ▲ □
照明 ● ▲ □
空調 ● ▲ □
防水 2005 ● ▲ □
外壁 ● ▲ □
照明 2012 ▲ ● ▲ □
空調 2015 ▲ ● ▲ □
防水 2005 ● ▲ □
外壁 ● ▲ □
照明 2013 ▲ ● ▲ □
空調 ● ▲ □
防水 ● ▲
外壁 ● ▲
照明 ● ▲
空調 2008 ▲ ● ▲
防水 ▲ ▲
外壁 ▲ ▲
照明 ■ ■ ▲
空調 一部　2011 ■ ■ ▲
防水 2009 ▲ ● ▲
外壁 ● ▲
照明 2010 ▲ ● ▲
空調 2008 ▲ ● ▲
防水 2015 ▲ ● ▲
外壁 ● ▲
照明 ▲ ● ▲
空調 2018 ▲ ● ▲
防水 ● ▲
外壁 ● ▲
照明 一部　2014 ● ▲
空調 2013 ● ▲

33 1990 国際交流会館単身棟 395 1,543

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

31 1989 附属図書館 1,550 5,332

32 1990 理工学部７号館 546 1,928

29 1984 理工学部４号館 674 2,283

30 1985 大学会館 1,625 2,363Ⅰ

27
1983
1990 院生・臨床研究棟 1,247 5,038

26 1982 楠葉寮北棟 328 1,628

28 1983 文化系サークル会館 480 1,571

2,877

23 1979 特別支援学校校舎 1,365 2,343

25 1980 附属図書館医学分館 935 1,769

24 1980 芸術地域デザイン学部１号館 773

22
1979
2003 本部棟 813 2,512

1979
1994

動物・ＲＩ実験施設
（ＲＩ棟）

705 4,542

Ⅰ

20 1979 管理棟 868 2,824Ⅰ

19 1979
基礎・臨床研究棟

（臨床研究棟）
1,150 5,965

18 1979
基礎・臨床研究棟

（基礎研究棟）
1,286 6,248Ⅰ

Ⅰ

16 1978 講義棟・基礎実習棟 2,218 6,943

15
1977
1984 経済学部２、３号館 662 1,933

17
1978
2015 理工学部大学院棟 502 2,004

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

21

Ⅰ
1979
1984
1987

動物・ＲＩ実験施設
（動物棟）

903 4,542

Ⅰ

18



整理
番号

ランク 建設年 建物名
建築
面積

延べ
面積

工事種別
改修実績

（2019時点）

20
07
以
前

200
8

20
09

20
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20
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20
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20
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20
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20
16

20
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20
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20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

20
61

20
62

20
63

20
64

防水 ● ▲
外壁 2015-2017 ▲ ● ▲
照明 ▲ ● ▲
空調 ▲ ▲ ←2年計画 ● ▲
防水 2017 ▲ ● ▲
外壁 ▲ ● ▲
照明 ▲ ● ▲
空調 2018 ▲ ● ▲
防水 ▲ ● ▲
外壁 ▲ ● ▲
照明 ▲ ● ▲
空調 2017 ▲ ● ▲
防水 ▲ ● ▲
外壁 ▲ ● ▲
照明 ▲ ● ▲
空調 2017 ▲ ● ▲
防水 ▲ ● ▲
外壁 ▲ ● ▲
照明 ▲ ● ▲
空調 2017 ▲ ● ▲
防水 ▲ ←陸屋根部 □
外壁 ▲ □
照明 ▲ □
空調 ▲ □
防水 建設 ▲ ●
外壁 建設 ▲ ●
照明 建設 ▲ ●
空調 建設 ▲ ●
防水 2017 ■ ▲ □
外壁 2017 ■ ▲ □
照明 2017 ■ ▲ □
空調 2017 ■ ▲ □
防水 ■ □
外壁 ■ □
照明 ■ □
空調 ■ □
防水 ▲ □ ▲
外壁 ▲ □ ▲
照明 ▲ □ ▲
空調 □ ▲
防水 ▲ □
外壁 ▲ □
照明 ▲ □
空調 □
防水 ▲ □
外壁 2009 ▲ □
照明 2011 ▲ □
空調 2007 ▲ ▲ □
防水 2013 ■ □
外壁 2013 ■ □
照明 2013 ■ □
空調 2013 ■ □
防水 2010 ▲ ▲ □
外壁 2010  2015 ▲ ▲ □
照明 2015 ▲ □
空調 － □
防水 2005 ▲ 2005年 ▲ □
外壁 2004 ▲ 2005年 ▲ □
照明 2015 ▲ □
空調 ▲ □
防水 2014 ■ ▲ □
外壁 2014 ■ ▲ □
照明 2014 ■ ▲ □
空調 2014 ■ ▲ □
防水 2014 ■ ▲ □
外壁 2014 ■ ▲ □
照明 2014 ■ ▲ □
空調 2014 ■ ▲ □
防水 2014 ■ ▲ □
外壁 2014 ■ ▲ □
照明 2014 ■ ▲ □
空調 ■ □
防水 ● □
外壁 ● □
照明 ● □
空調 ● □
防水 2018 ■ ▲ □
外壁 2018 ■ ▲ □
照明 2018 ■ ▲ □
空調 2018 ■ ▲ □

109 Ⅱ 1972 （附幼）保育室 237 146

593 598

107 Ⅱ 1972 （久保泉）管理棟 240 480

108 Ⅱ 1972 （附幼）本館

1974 （鍋島）体育館 1,061 1,062

106 Ⅱ 1970 国際交流会館第２家族棟 243 1,215

101 Ⅱ 1965 教育学部４号館 286 582

104 Ⅱ 1966 農学部合併教室 219 219

102 1966
（本庄）体育館

【S造】
1,360 1,496

105 1969
（本庄）

スポーツセンター
808 1,289

41 1984 有田１号館 4,962 5,062

40 2013 美術館 1,471 1,502

39 2003 海洋ｴﾈﾙｷﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 325 4,503

37 2000 理工学部８号館 754 5,837

36 1999 農学部４号館 544 2,557

38 2001 理工学部９号館 777 5,966

Ⅰ

Ⅰ

35
1995
1997 理工学部６号館 1,239 4,806

34
1994
1996 看護学科棟 1,182 6,178Ⅰ

Ⅰ

112 1977 かささぎホール 548 1,112

111 Ⅱ 1976 RI実験室 150 319

110

103 1966 （附中）体育館 800 949

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅰ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ
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整理
番号

ランク 建設年 建物名
建築
面積

延べ
面積

工事種別
改修実績

（2019時点）

20
07
以
前

200
8

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

20
61

20
62

20
63

20
64

防水 2009 ■ ▲ □
外壁 2009 ■ ▲ □
照明 2009 ■ ▲ □
空調 2009 ■ ▲ □
防水 ● ▲ □
外壁 ● ▲ □
照明 ● ▲ □
空調 □
防水 2013 ▲ ▲ □
外壁 2013 ▲ ▲ □
照明 2013 ▲ ▲ □
空調 2013 ▲ ▲ □
防水 2015 ▲ □
外壁 2012 ▲ □
照明 2015 ▲ □
空調 □
防水 2018 ▲ ▲ □
外壁 2018 ▲ ▲ □
照明 ▲ □
空調 2006 ▲ 2006年 ▲ □
防水 ● ▲ □
外壁 ● ▲ □
照明 ● ▲ □
空調 ● ▲ □
防水 ▲ □
外壁 ▲ □
照明 2006 ■ 2006改修 ▲ □
空調 2006 ■ 2006改修 ▲ □
防水 2006 ■ 2006改修 ● ▲ □
外壁 ● ▲ □
照明 ● ▲ □
空調 ● ▲ □
防水 2015 ■ ▲ □
外壁 2015 ■ ▲ □
照明 2015 ■ ▲ □
空調 ■ □
防水 ▲ ▲ □
外壁 ▲ ▲ □
照明 ▲ ▲ □
空調 □
防水 ● ▲ □
外壁 ● ▲ □
照明 2012 2015 ▲ ▲ ● ▲ □
空調 2003 ▲ 2003年 ● ▲ □
防水 ▲ ▲ □
外壁 ▲ ▲ □
照明 2013 ▲ ▲ □
空調 - □
防水 ● ▲ □
外壁 ● ▲ □
照明 ● ▲ □
空調 ● ▲ □
防水 ● □
外壁 ● □
照明 ● □
空調 ● □
防水 ● ▲
外壁 ● ▲
照明 ● ▲
空調 ● ▲
防水 2019 ▲ ▲
外壁 2017 ▲ ▲
照明 2017 ▲ ▲
空調 2017 ▲ ▲
防水 ● ▲
外壁 ● ▲
照明 ● ▲
空調 2010 ▲ ● ▲
防水 ● ▲
外壁 2012 ▲ ● ▲
照明 ● ▲
空調 ● ▲
防水 2017 ■ ▲
外壁 2017 ■ ▲
照明 2017 ■ ▲
空調 2017 ■ ▲

131 Ⅱ 1993 イノベーション・ラボ 404 1,133

130 Ⅱ 1990 国際交流会館家族棟 207 579

127 Ⅱ 1985 理工学部理系大学院棟 261 797

128

125 Ⅱ 1982 楠葉寮南棟 255 894

1988 非常勤講師宿泊施設 293 425

126 1985

124 Ⅱ 1982 楠葉寮共用棟 240 240

Ⅱ

116 Ⅱ 1979
（附中）武道場

【鉄骨造】
216 216

129 Ⅱ
1980
1993 総合情報基盤センター 697 939

118 Ⅱ 1979 農学部２号館 325 649

119 1980 医学部会館 357 731

123 Ⅱ 1981 経済学部４号館 352 705

117 Ⅱ 1979 保健管理センター 270 450

114 1979 （附特）体育館 599 599

113

1981 （鍋島）格技体育館 455 455121

122 1981 課外活動施設 303 605

120 1980 （鍋島）臨床講堂 607 1,206

1979
2009 教養教育大講義室 449 470Ⅱ

Ⅱ

115 1979 医学部会館（食堂） 449 470Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

Ⅱ

農学部３号館 401 401
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整理
番号

ランク 建設年 建物名
建築
面積

延べ
面積

工事種別
改修実績

（2019時点）

20
07
以
前

200
8

20
09

20
10

20
11

20
12

20
13

20
14

20
15

20
16

20
17

20
18

20
19

20
20

20
21

20
22

20
23

20
24

20
25

20
26

20
27

20
28

20
29

20
30

20
31

20
32

20
33

20
34

20
35

20
36

20
37

20
38

20
39

20
40

20
41

20
42

20
43

20
44

20
45

20
46

20
47

20
48

20
49

20
50

20
51

20
52

20
53

20
54

20
55

20
56

20
57

20
58

20
59

20
60

20
61

20
62

20
63

20
64

防水 ▲ ●
外壁 ▲ ●
照明 ▲ ●
空調 2013-2015 ▲ ▲ ▲ ●
防水 2013 ▲ ● ▲
外壁 ▲ ● ▲
照明 ▲ ● ▲
空調 2018 ▲ ● ▲
防水 ▲ ● ▲
外壁 ▲ ● ▲
照明 ▲ ● ▲
空調 ●
防水 □ ▲ ●
外壁 □ ▲ ●
照明 □ ▲ ●
空調 □ ▲ ●
床 □ ▲ ●

132 Ⅱ 1998
(唐津）附属アグリ創生

教育研究センター
316 818

133 Ⅱ 2000 菱の実会館 457 748

135 2014 （附小）体育館 1,152 1,437

134 2000 特高受変電棟 212 392Ⅱ

Ⅱ
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（２）必要額の試算  
 

施設の⻑寿命化の実現に向けて、収⼊⾒込額と必要額を仮定し、収⽀について試算を⾏いました。 
 

＜検討条件＞ 
・収⼊⾒込額について、⾃⼰資⾦と補助⾦をそれぞれ仮定して試算 
・改築⼯事による規模の縮⼩はないものと仮定 
・想定期間 2020 年〜2040 年 
・⼤規模改修における財源 
（教育研究施設,体育施設） ⇒ 補助⾦で整備するものと仮定  
（寄宿舎、課外活動施設、管理施設） ⇒⾃⼰資⾦で整備するものと仮定 

 
【予防保全（性能維持改修）】 
（収⼊⾒込額） 

・⾃⼰資⾦（営繕事業経費）     49,000 千円／年（過去３年の実績額） 
     ・補助⾦（施設費交付事業費）    34,000 千円／年（過去３年の実績額） 
                          計  83,000 千円／年 
 
（必要額） 

①ランクⅠの（防⽔、外壁、空調設備⼯事）        75,882 千円／年 
②ランクⅠの（照明設備⼯事）                19,512 千円／年 
③ランクⅡの（防⽔、外壁、空調設備、照明設備⼯事） 16,544 千円／年 

                                      計 111,938 千円／年 
 

 
 

上記仮定により試算した結果、⾃⼰資⾦と補助⾦の殆どを投資しても、ランクⅠの防⽔、外壁、空調設備
のみの⼯事しか実施できない状況です。また、予防保全の実施により、安全対策や⼩規模改修等の機能改
善⼯事がほぼ実施できなくなること、さらに、補助⾦（施設費交付事業費）は前述したとおり今後予算の減
少や事業の廃⽌の可能性があることから、予防保全を計画的に進めるための必要額を安定的に確保する仕
組みについて引き続き検討することが重要です。 

試算Ａ（補助⾦のみを予防保全に充当） 単位（千円）

必要額 予算額 収⽀
①のみ実施 75,882 34,000 ▲41,882
①と②を実施 95,394 34,000 ▲61,394
①〜③を実施 111,938 34,000 ▲77,938

試算Ｂ（⾃⼰資⾦と補助⾦を予防保全に充当） 単位（千円）

必要額 予算額 収⽀
①のみ実施 75,882 83,000 7,118
①と②を実施 95,394 83,000 ▲12,394
①〜③を実施 111,938 83,000 ▲28,938
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【⼤規模改修・改築費】 
 
（収⼊⾒込額） 
     ・補助⾦（施設整備費補助⾦）   430,000 千円／年（過去 5 年間の平均） 
        ※令和元年度予算における臨時・特別の措置分（⾒合い額）については未考慮とする 

 ・⾃⼰資⾦（学内予算）        100,000 千円／年（過去５年の実績に基づく想定額） 
 
（必要額） 

  ＜従来型（築 30 年⽬に⼤規模改修、築 60 年⽬に建替、予防保全なし）＞ 
     ・補助⾦（施設整備費補助⾦） ⼤規模改修費      365,748 千円／年 

            改築費        1,476,503 千円／年 
                ライフライン更新費    65,000 千円／年 

                                     計 1,907,251 千円／年 
（不⾜額 1,477,251 千円／年） 

 
・⾃⼰資⾦（学内予算）     ⼤規模改修費        20,227 千円／年 

改築費          136,451 千円／年 
                                     計   156,678 千円／年 

（不⾜額    56,678 千円／年） 
 

従来型による整備の場合、計画期間内で施設の改築⼯事（既存建物の取壊し+建物の新築）を多
く⾏う必要があるため、補助⾦および⾃⼰資⾦共に必要額に対し不⾜が⽣じます。これらの改善策として、
予防保全による施設の⻑寿命化を進めることが有効かつ重要です。 

 
  ＜予防保全実施の場合（築 20,60 年⽬に予防保全、40 年⽬に⼤規模改修、80 年⽬に建替）＞ 

 ・補助⾦（施設整備費補助⾦） ⼤規模改修費       325,580 千円／年 
          改築費            61,293 千円／年 
             ライフライン更新費     65,000 千円／年 

                                    計  451,873 千円／年 
（不⾜額   21,873 千円／年） 

 
・⾃⼰資⾦（学内予算）      ⼤規模改修費        32,009 千円／年 
                      予防保全必要額      77,938 千円／年 

改築費                  0 千円／年 
                                     計  109,947 千円／年 

（不⾜額   9,947 千円／年） 
※（予防保全必要額）予防保全試算Ａにおける①〜③の⼯事を実施した場合の不⾜額 

 
 
 
 

不足額 

310 億 

(2020-2040) 

不足額 

12 億 

(2020-2040) 

不足額 

4.6 億 

(2020-2040) 

不足額 

2 億 

(2020-2040) 
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予防保全を実施した場合、⾃⼰資⾦の⽀出については予防保全費⽤が増加しますが、⻑寿命化によ
り改築⼯事が先送りとなるため、補助⾦・⾃⼰資⾦共計画期間内の不⾜額が改善し、トータルコストの抑
制に寄与します。２０４０年以降は⻑寿命化により後ろ倒しとなった施設の多くが改築を迎える時期とな
りますが、⼀⽅で、⼈⼝減少等の社会情勢の変化に伴う⼤学への影響がより鮮明となることから、施設の
⻑寿命化を進めることで、改築時期における施設規模の効率化の検討について具体に計画することが可
能となります。 

なお、収⼊⾒込みや必要額等はあくまで仮定に基づく試算結果であるため、各条件の変更により不⾜
額が本試算以上に拡⼤することについて留意する必要があります。 
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（３）必要額確保や施設総量の最適化に向けた施設マネジメントの⽅針  
 

個別施設計画に基づく⻑寿命化を安定して実施するためには、試算した結果が⽰すとおり国に頼らな
い財源確保や多様な財源を活⽤したマネジメントの取り組みが重要です。本学ではこれまで空調・照明
設備を中⼼とした省エネ改修による光熱⽔費削減、産学連携企業による施設の改修、⾃治体施設の
借⽤、⼊構課⾦制度の強化、学⻑裁量スペースや講義室・⼟地等の施設使⽤料による料⾦収⼊、⾷
堂運営等の有料化を全学的に取り組み、⼤学の機能強化と合わせた財政基盤の経営改⾰を推進して
います。 
さらに、施設利⽤状況調査による点検や講義室の稼働率調査を定期に実施し、余剰スペースの効率

化を図るなど、施設総量の最適化に向けた取り組みも実施しています。これらについては、将来にわたる
施設の維持・運営のため、学内外への理解を得ながら、継続して取り組んでいくことが重要です。 
その他、確保した予算を執⾏する際には、防⽔や空調等、同じ⼯種の複数施設を⼀括発注する等、

⼯事発注時における効率化の⼯夫を⾏うことも重要です。 
 
 
（取組事例① 省エネ改修による⽼朽改善と光

熱⽔費の削減） 
経営改⾰や省エネ対策等学内で捻出した財源につ

いて、業務達成基準適⽤事業として空調設備を中⼼
とした⼤規模な省エネ対策を実施。 

 
 
（取組事例② 学⻑裁量スペースの活⽤） 

既存スペースの集約化により学⻑裁量スペースとして利
⽤可能となった施設を外部企業との共同スペースとし、企
業による改修等による整備コストの低減を図ると同時に企
業との連携による教育・研究機能を強化。 
 
 
（取組事例③ ⾷堂事業者への施設使⽤料） 

⼤学の魅⼒向上と⽼朽化対策のため、経営層のトッ
プマネジメントにより⾷堂等の⼤規模改修を学内予算で
実施。改修に合わせて、⾷堂等運営事業者の再公募
を⾏い、これまで無償としていた施設使⽤料を有償化し
経営基盤を強化。 
 
 
 

（学⻑裁量スペース） 

（省エネ改修 ＬＥＤ照明設備・⾼効率空調設備等） 

（⾷堂） （売店） 
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（取組事例④ 他省庁および⾃治体予算の活⽤） 

藻類産業創出のための研究拠点として内閣府および佐賀
市予算を活⽤した実験施設を、佐賀市主導により⼤学構
内に整備。⼤学は佐賀市に⼟地を貸付け、施設の維持管
理は佐賀市で実施。 
 
 
 
 
（取組事例⑤ 構内⼊構⾦の活⽤） 
⼤学構内へ⼊構する⾞両に対し課⾦を⾏い、⼊構ゲートや
駐⾞場等を整備。 
 
 
 
 
（取組事例⑥ 役員による施設利⽤状況調査） 

施設の効率化や集約化に向け、役員による施設利⽤状
況調査（現地調査）を定期に実施。 
  確保した学⻑裁量スペースは、連携企業を受け⼊れるこ
とにより使⽤料を得られる他、改修⼯事中の仮設施設として
活⽤し、運営予算の抑制に寄与。 
 
 
 
 
（その他 保有資産の有効活⽤） 
Web サイト等を刷新し、講義棟や体育施設等外部利

⽤が可能な施設について、時間外の稼働率向上を⾼め、
施設使⽤料による収⼊を得るための情報発信機能を強
化。 
 
 
 
 
 

（さが藻類産業開発研究センター） 

（施設利⽤状況調査実施状況） 

（⼊構料により⼊構ゲートを整備） 

（体育館（附属⼩学校）） 
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（４）⻑寿命化計画の⾒直し  
 

本計画の策定以降、施設の運⽤⽅針や⼤学の財政状況等の影響を踏まえ、適宜計画について⾒直
しを図るものとします。計画の⾒直しにあたっては、⻑期的な費⽤の抑制に向けた⼯夫を⾏い、将来の維
持運営コストの改善を図るものとします。施設の総量の最適化のための参考として、⽂部科学省で検討
された施設のトリアージの考え⽅を以下に⽰します。 
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Ⅵ．⻑寿命化計画の継続的運⽤⽅針 
 

（１）点検・診断と情報基盤の整備と活⽤ 
 

各建物の点検・診断については、施設整備担当者や保全担当者への協⼒を得ながら実施し、さらに
修繕履歴や⽼朽状況について台帳管理を⾏います。また、健全度について評価を⾏い、得られた結果
については、⽼朽改善を実施するための優先度等の資料として活⽤します。 
 また、⼯事の実施に活⽤した図⾯や積算資料等も電⼦化等により、維持管理に活⽤できる
ものとします。 

 
（２）推進体制の整備 
 

本計画は、施設を管理している各部局やその他学内関係者の協⼒を得ながら実施します。 

 
（３）フォローアップ 

 

本計画に基づく性能維持改修⼯事の実施状況や各施設の運営⽅針の変更等について、新たな問題
点等が発⽣していないか確認しながら、適宜計画の⾒直しを⾏うものとします。 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

参考︓施設マネジメントサイクル（キャンパスマスタープラン 2016） 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
佐賀⼤学インフラ⻑寿命化計画（個別施設計画 2020） 

令和２年３⽉ 
編集・発⾏／佐賀⼤学環境施設部企画管理課 

（令和２年３⽉２⽇ 施設マネジメント委員会 審議・了承） 

 




